
福岡教育大学紀要，第62号，第４分冊，139   144（2013）

Ⅰ . はじめに
　要求言語（マンド）の獲得とその機能的使用促
進は，知的障害のある子どもへの重要な指導課題
の一つである（加藤，1988；藤金，1992）。要求
言語とは，話し手が聞き手に対して強化刺激を指
定する機能の言語行動である（Skinner，1957）。
すなわち，要求言語は，話し手が使用する言語反
応を弁別刺激として，話し手の言語反応と一致し
た刺激を話し手への強化刺激として聞き手がも
たらすという随伴性で成り立っているものであ
る。そのため，子どもが要求言語を使用すること
で，子ども自身の要求の実現確率が高まると考え
られることから，この要求言語を標的とした研究
が多くなされてきた（藤原，1985；加藤・小林，
1989；藤金，1992；小笠原・関・河野，1994 など）。
　要求言語の獲得を標的とした初期の研究の一

つに，Simic and Bucher（1980）がある。Simic 
and Bucher（1980）は，要求対象物に対して「Give 
me a ～（対象物に触る）」等の反応を形成した。
しかし，この言語反応が日常的な要求場面で使用
されることはなかった。この点について，Simic 
and Bucher（1980）は，子どもに獲得させた言
語反応は，通常要求として用いられることが多い
「Give me ～」という反応ではあったが，それが
要求言語としてではなく，記述言語（タクト）と
して機能した可能性を指摘している（Yamamoto 
& Mochizuki，1988）。そして，いかにすれば言
語反応を要求言語として機能させることができる
かについての研究がなされるようになってきた
（Yamamoto & Mochizuki，1988；出口・山本，
1985；藤金，2001a）。
　その結果，幾つかの指導技法が開発された。そ

　子どもの要求の実現確率を高めるという観点から，要求言語の指導に関する研究が多くなされ，一定の成
果が得られてきた。しかし，言語反応がなぜ要求として機能するのかという点については，十分な知見が
得られてはいなかった。この点についてWallace,  Iwata, and Hanley（2006）は，要求させる物品の選好性
（preference）の重要性を指摘している。本研究では，この Wallace et al. （2006）の研究の問題点を指摘し，
言語反応が要求として機能するための要因について検討した。その結果，子どもの物品の選好性は，重要な
要因ではあるが，要求として機能させるための決定要因ではなく，要求言語の指導を行う上での前提条件で
ある可能性が指摘できた。要求言語を成立させるための決定要因については，要求言語訓練で用いる技法に
よって異なる可能性があるが，本研究で用いたお使い技法においては，弁別刺激として提示する訓練者の指
示にいかにして要求言語使用のための弁別刺激としての刺激機能を獲得させるかが決定要因である可能性が
考えられた。
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の指導法とは，要求対象物を複数提示したもとで
おこなう選択要求技法（藤金，1992）や，要求
対象物を提示せず，指示者が物品の名称を指示
し，それを供給者のところで使用させるというお
使い技法（Yamamoto & Mochizuki，1988）で
ある。また，お使い技法と同様に要求対象物は提
示しないが，それとセットとなる物品を提示した
もとでの欠品充足技法などの技法もある（藤金，
2001b）。
　以上のような指導技法に関する研究が行われ
る中で，要求言語と記述言語の間の関係につい
ての研究も行われるようになってきた。例えば，
Sigafoos, Doss, and Reichel（1989）は，記述言
語と要求言語は同じ言語反応型を使用することが
あるが，これらの機能は独立したものであり，機
能間の転移は，容易には成立しないことを明らか
にした。すなわち，記述言語として獲得した言語
反応は，要求言語としては用いられることはな
かったのである。そのため，上述したような指導
法の工夫が必要とされた。
　ところが近年，これらに反して訓練に用いる物
品の選好性を変数として，記述言語から要求言語
への機能間の転移が起こるという報告がなされた
（Wallace, Iwata, & Hanley, 2006）｡ Wallace et al. 
（2006）は，まず対象者の選好性を測定し，選好
性の高い物品と低い物品を選定した。そして，こ
れらの物品を提示して，要求言語が生起しないこ
とを確認した上で，物品に対する記述言語を形成
した。その後，その効果が要求場面に転移するか
否かのプローブを行っている。
　その結果，記述言語を形成した後，それが要求
として使用できるか否かを測定したプローブで
は，選好性の高い物品に対する言語反応が徐々に
高まったことが報告されている。このことから，
Wallace et al.（2006）は，記述言語から要求言語
への機能間の転移が，物品の選好性を変数として
成立するとしている｡
　ところが，このWallace et al.（2006）の研究には，
手続き上，以下のような問題点があると考えられ
る。
　まず一点目は，要求言語のプローブ場面で対象
者が使用した言語反応が真に要求言語であるか否
かの機能分析がなされていない点である。出現し
た言語反応が要求言語であるか否かは，言語反応
が強化刺激を指定しているか否かを直接測定す
る必要がある（Yamamoto & Mochizuki, 1988）。
それにも関わらずこの機能分析が行われていない
ので，記述言語として形成した言語反応を対象者

が要求言語としても使用したのか否かは不明であ
る。
　また二点目は，記述言語を形成した直後の要求
場面でのプローブである。このプローブでは，選
好性の高い物品と低い物品が同時に提示され，そ
の 2つから 1つを選択するという場面設定であっ
た。しかも，このプローブでのデータの推移は，
選好性の低い物品に対する言語反応の生起頻度が
徐々に低下すると同時に，選好性の高い物品に対
する言語反応が徐々に増加している。複数の物品
を提示したもとでは，要求言語のプロトタイプで
ある選択反応が生起しやすい（藤金，1992）。つ
まり対象者の物品の選好性を変数として，要求場
面での言語反応が生起するようになったのか，こ
の選択反応を媒体として生起するようになったの
かが明らかではない。特に選好性の高い物品への
言語反応が徐々に高まっていることから，このプ
ローブ場面設定が，言語反応が要求として機能す
るような訓練場面となった可能性も考えられる。
　以上のことから本研究では，物品の選好性が決
定要因となり，言語反応が要求として機能するか
否かについて明らかにすることを試みた。
　 そ の 方 法 と し て， 前 述 し た Wallace et 
al.（2006）の一点目の問題点，言語反応の機能
分析についての問題を解決するために，以下の
方法を用いる。その方法とは，Yamamoto and 
Mochizuki（1988）と同様に，子どもの言語反応
とは一致しない刺激（以下，「誤物品」と記述す
る）を提示し（例えば，子どもの言語反応がチョ
コレートであった場合には，キャラメルを提示す
る），それに対する子どもの反応を観察する方法
である。誤物品提示に対して，子どもが拒否等の
反応を示せば，その言語反応は，要求として機能
していると考えられる。
　また二点目の，物品の選好性が重要か否かの検
討については，本研究では，子どもに要求させる
物品を訓練者が指示するお使い技法（Yamamoto 
& Mochizuki, 1988）を用いることにより，子ど
もの物品選択という変数が混入することを避ける
ことを試みた。その際，各セッションの最初の試
行で，選好性の高い物品を指示する条件と，選好
性の低い物品を指示する条件を設定し，子どもの
拒否の生起率に差異ができるか否かを測定した。
もしも，物品の選好性が重要なのであれば，選好
性の高い物品をいつ提示しても，選好性の高い物
品に対する言語反応のみが要求として機能するは
ずである。それに対して，選好性の高い物品の提
示のタイミングにより，選好性の低い物品に対す
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る言語反応の機能が影響されるのであれば，選好
性が大きな要因であるとは言えない。
　なお，選好性が要求言語成立のための決定要因
ではなかった場合，上述した手続きでは，子ども
の言語反応を要求言語として機能させることはで
きない。そこで本研究では，お使い技法のもとで
言語反応を要求として機能させることができたと
する藤金・鈴村（1995）と同様に，選好性の高い
物品を指示者が指示し，一連のお使い行動に対す
る強化刺激を，子どもが持ち帰った物品へのアク
セスとすることで，言語反応を要求として機能さ
せることができるか否かを再検討した。
　これらの上述した方法を総合することによっ
て，要求言語行動成立の決定要因について考察す
ることを試みる。

Ⅱ．方法
　1．対象児
　対象児は，知的障害特別支援学校に在籍する小
学部 3年生の男児である。田中ビネーⅤの測定結
果では，訓練開始時のMAは 2歳 11 カ月であっ
た｡ また，訓練で用いた物品の名称の理解および
表出は，別室での訓練により獲得していた｡ 選択
要求技法（藤金，2001b）のもとで子どもの言語
反応に対応しない物品を提示した際には，「違う」
等の拒否の言語反応を使用することはできたが，
お使い技法のもとではそのような言語反応が生起
することはなく，誤物品を受け取った｡

　2．手続き
　訓練は原則として週 1 回，約 30 分間行った｡
本訓練に先立って，子どもの物品に対する選好性
の測定を行った｡ 選好性の測定は，机上に数種類
の物品を並べ，「好きなものを取ってきてくださ
い」と教示し，特定の物品へのアクセス回数で規
定した｡ すなわち，同じ物品へのアクセスが 3回
となったものから，選好性が高い物品と分類し
た。なお，同じ物品へのアクセスが 3回となった
時点で，その物品は机上から除去した｡ また，選
好性の低い物品は，この測定期間中に子どもが全
くアクセスしなかった物品または 1回しかアクセ
スしなかった物品とした。選好性の高い物品（以
下HP物品とする）及び低い物品（以下 LP物品
とする）は，それぞれ 4物品ずつ選定した。
　また本訓練では，子どもに指示者の「～もらっ
てきてください」を弁別刺激として供給者のもと
へ行き，指示物品を要求すること（「～ください」）
を求めた｡ そして，供給者が提示した誤物品への

拒否，及び正物品を持ち帰ることを正反応とした。
　（1）ベースライン測定Ⅰ（1～ 2セッション）
　お使い技法のもとで，供給者は誤物品を提示し，
子どもの言語反応が要求言語として機能している
か否かについての測定を行った｡ このベースライ
ン測定Ⅰでは，次のベースライン測定Ⅱとは異な
り，指示する物品の選好性については，コントロー
ルをとっていなかった。なお，子どもが持ち帰っ
た物品が正物品であっても誤物品であっても，指
示者は，子どものお使い行動に対して「ありがと
う」などの言語賞賛をおこなった｡
　（2）ベースライン測定Ⅱ（3～ 8セッション）
　（1）と同様の手続きで行った｡ここでは4，6セッ
ションにおいて，HP物品をそのセッションの最
初の試行で指示した（HP先行提示条件）｡ その
他のセッションにおいては LP物品を最初の試行
で指示した（LP先行提示条件）｡ この際も，指示
者は持ち帰った物品の正誤に関わらず，お使い行
動に対して言語賞賛を行った｡
　（3）集中訓練（9～ 11 セッション）
　指示者は全ての試行において HP 物品を指示
し，供給者は常に正物品を提示した｡ お使い行動
への強化は持ち帰った物品へのアクセスとした｡
　（4） お使い技法での誤物品提示（12 ～ 16 セッ

ション）
　（1）と同様に，指示する物品の選好性について
のコントロールを行わない手続きで行った。ただ
し，強化は持ち帰った物品へのアクセスとした｡
その際，子どもが持ち帰った物品にアクセスしな
かった場合には，言語賞賛を行った。

　3．評価
　訓練場面は全てVTR録画しているので，分析
にはこれを利用し，誤物品に対する拒否が生起し
たか否かを 2名間で分析した｡ 観察者間の評価の
一致率は 100%であった｡

Ⅲ．結果
　結果はFig. 1，Fig. 2 に示すとおりであった｡
　Fig. 1 のベースライン期Ⅰにおいては 60％の拒
否の生起率であった｡ それに対してベースライン
期Ⅱの 3，5，7，8 セッションでの LP 先行提示
条件においては，約 20％から 50％程度の推移で
生起した｡ それに対して，4，6セッションのHP
先行提示条件においては，約 80％から 100％生起
率が推移した｡
　また集中訓練において，HP物品のみを指示し，
持ち帰った物品へのアクセスを強化とすると，そ
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の後の誤物品提示条件においてベースライン期Ⅰ
よりも拒否の生起率が高まった。
　また Fig. 2 より，HP物品指示試行は，先行指
示条件に関わらず，拒否の生起率は高い推移を示
している。それに対して LP 物品指示は，HP先
行提示条件においては，拒否の生起率は高くなっ
ているが，LP先行提示条件においては，拒否の
生起率は 0～ 40%と低い生起率となっている。

Ⅳ．考察
　本研究では，ある一定の言語反応が，選好性を
要因として要求言語として機能するという研究結
果（Wallace,  Iwata, & Hanley, 2006）に対して，
幾つかの問題点が考えられたので，それを解決し，
選好性を決定要因としてことばが要求として機能
するのか否かを明らかにすると同時に，言語反応
が要求として機能するための要因を探ることを目
的とした。
　その方法として，前述したようにWallace et 
al.（2006）の研究での要求のプローブでは，言語
反応を要求として機能させるための物品選択が手
続きに混入していることから，その影響を排除す
るために，Yamamoto and Mochizuki（1988）が
行ったお使い技法を試みた。
　ベースライン測定Ⅱにおいて，HP物品を指示

するタイミングを変化させると，誤物品に対する
拒否の生起率に変化があった（Fig. 1）。すなわ
ち，HP物品をそのセッションの最初に指示する
と，その後の拒否の生起率が高いが，LP物品を
最初に提示したセッションでは，拒否の生起率が
低い状態であった。つまり，HP先行提示条件で
は，LP物品に対する言語反応も要求として機能
することが多かったが，LP 先行提示条件では，
LP物品に対する言語反応は要求としては機能し
にくかったということである（Fig. 2）。
　このことは，子どもの言語反応が要求として機
能するには，物品の選好性が影響していることを
示してはいる。しかし，もしも選好性が高いこと
が，言語反応が要求言語として機能するための決
定要因であるのであれば，HP物品に対する言語
反応のみが要求として機能するはずなので，LP
物品への拒否もHP先行提示条件では高まった本
研究の結果からは，物品の選好性が決定要因では
ない可能性がある。
　この点を考える上では，本研究の集中訓練の結
果をあわせて考える必要がある。この集中訓練で
はHP物品のみを指示し，その物品に対する子ど
もの要求を，子どもが持ち帰った物品へアクセス
することで強化することを試みた。その結果，12
セッション以降では，物品の選好性の高低にかか

Fig. 1　誤物品に対する拒否の生起率の推移
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わらず，誤物品に対する拒否の生起確率が大きく
高まった（Fig. 1）。
　この結果は，一連のお使い行動の随伴性，特に
強化刺激を言語賞賛から持ち帰った物品へ変更す
ることで，子どもが使用する言語反応の機能が
変化したことを示している。この集中訓練では，
HP物品のみを指示しているので，物品の選好性
が重要だとも考えられるが，もしもそうであれば，
LP物品に対する言語反応は，要求としては機能
しないはずである。
　なぜこのような変容が起こったかについては，
指示者の指示の刺激機能を考える必要がある。す
なわち，指示者の指示があるもとでの，言語使用
を含めた一連のお使い行動が，訓練者が指示した
物品（すなわち，子どもが持ち帰った物品）で強
化されたことから，指示者の指示自体が，要求言
語使用のための弁別刺激としての機能を獲得し
たと考えられるのである。このように考えれば，
LP物品の指示についても，その指示自体が要求
言語使用のための弁別刺激として機能したため
に，誤物品提示し対して，拒否が生起するように
なったのではないかと考えられる。
　前半の，HP先行提示条件の場合にも，その条
件で生起した言語反応が要求として機能し，その
言語反応は，指示者の指示があるもとで生起し，
強化されたことから，指示者の指示がそのセッ
ションでは要求言語使用のための弁別刺激として

機能しやすくなったのではなかと考えられる。
　以上のことから，物品の選好性は，要求言語の
機能化において重要な変数ではあるが，それが決
定要因であるとは言えないと考えられる。本研究
では，お使い技法を用い検討したが，お使い技法
では，指示者の指示に如何なる刺激機能を獲得さ
せるかが重要であると考えられる（藤金・鈴村，
1995）。そのために，HP 物品を用いることが有
効ではあると言うことではなかろうか。
　また，選択要求技法においては，要求言語のプ
ロトタイプである子どもの物品の選択性をいかに
促進するかということが重要であり，そのために
はHP物品を用いる必要があるということになる
可能性がある。つまり，HP 物品をいかに使い，
言語反応を要求として機能させるかと言うことで
あり，物品の選好性は，言語反応を要求として機
能させるための決定要因ではなく，前提要因であ
ると考えた方が良いのではなかろうか。
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